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1. はじめに
高度経済成長後期以後、1980年代前半に至るまで、日本の製造業は毎年輸

出額を伸ばし、輸出大国としての立場を確立してきた。特に 1970年代後半か

ら 1980年代前半までの安定成長期においては、日本の経済成長率に対する純

輸出の寄与度が相対的に大きく、この時期の日本の経済成長を輸出が牽引し

た。特に主力となったのが、家電製品等を中心としたエレクトロニクス関連産

業、および今回の研究対象である自動車関連産業である。

こうした状況に変化を生じさせたのが、1985年秋のプラザ合意とそれに続

く円高不況、さらには不況への政策的対応を主因として発生したバブル景気で

あった。同時期に、円高の進行に伴う交易条件の悪化とともに、海外（とりわ

け米国）との貿易摩擦の熾烈化に伴う現地生産の進展が相俟って、日本の製造

業は次第に、国内生産⇒輸出の形から、海外現地生産⇒現地販売、あるいはよ

りコストが廉価な第三国生産⇒輸出の形を採用する企業が増大してきた。この

ような動向と表裏一体をなす国内への新規製造業立地の減少傾向は、特に 1991

年のバブル崩壊を契機とした国内景気の低迷に伴い深刻化してきた。ここ 30

年間の国内への工場の新規立地件数（工場立地動向調査ベース1)）は、バブル

絶頂期の 1989年に 4,000件を超えてピークに達した後に減少に転じ、近年で

はその時々の経済状況に応じて若干の上昇－下落を繰り返しながらも、概ね

1,000件前後で停滞している。いわゆる「産業空洞化」と称される現象が、平

成不況に入った後に進展し、国内各地域の産業集積に対して暗い影を落として

きた。

上記のような傾向は、これまで特にエレクトロニクス関連産業分野、およ

び同分野を基幹産業としてきた地域において特に顕著であった。その理由とし

ては、元橋（2014）等も指摘の通り、エレクトロニクス関連産業はいわゆるモ

ジュラー型（組合せ型）の分業構造の色彩が強く、部品の相互依存関係が小さ

1) 『工場立地動向調査』による件数は、「製造業、電気業、ガス業、熱供給業の用に供する工場又
は研究所を建設する目的をもって、1,000m2 以上の用地（埋立予定地を含む）を取得（借地を
含む）したもの」と定義されている。但し、本論文では製造業の立地のみを対象とした件数を議
論している。
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い一方、比較的クローズドな分業体制下で作られる部品・半製品の組みあわせ

によって完成品が構築される場合が多い。そのため、地域内の綿密な分業体制

が付加価値創造の源泉となる割合が相対的に低く、特に組合せの段階ではコス

ト面での優位性が立地場所選定の大きな要因となる。それ故に、グローバルな

立地場所選定が進んだ 1990年代以後、日本より廉価な製造コストを求めて、

急速にアジア諸国に生産機能が移転していったのである。

それに対して、本研究で対象とする自動車産業は、少なくともこれまでは、

綿密なコミュニケーションに基づく仕様の決定と、プロトタイプを作成する

までの間に頻度高く仕様の変更・調整を行うため、完成車メーカーとサプライ

ヤーが地理的に近接して集積し、その分業構造は 1990年代以後も（若干の生

産・開発活動の現地化は進展したとはいえ）比較的安定していたとされる。

しかし近年、近能（2008）も指摘するように、自動車のエレクトロニクス化

が進展してきている。一台の車に搭載される電子制御システムは、近年大幅に

増加してきている。加えて、車の基本的な仕様を決定する動力が、従来のガソ

リンエンジン車からハイブリッド車、さらには電気自動車、燃料電池車へと変

化を遂げつつある。こうした変化が進展する中で、完成車を構成する部品や求

められる技術も大きく変化を遂げてきており、そのことが自動車産業の分業体

制に変化が生じさせてきている可能性がある。

本研究のモチベーションは、上記のような自動車産業の研究開発や分業構造

の動向・変化を、特許データをつぶさに観察することにより明らかにしていく

ことにある。具体的なリサーチクエスチョンは、以下の 3点である。

(1) 完成車メーカーの技術開発領域は、どのように変化したか。

(2) 完成車メーカーと他企業との共同研究開発はどのような変化を遂げたか。

(3) 共同研究開発活動の地理的な集中・分散傾向はどのように変化したか。

本論文の構成は以下の通りである。まず次節で先行研究を概観した後、第 3

節では本研究で用いるデータについて説明する。続く第 4節において特許出願

傾向を概観し、出願領域の変化等を分析していく。第 5節では、本研究の中心

となる共同出願に関する分析を行い、出願領域の特徴と変化、および共同出願
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相手との地理的近接性の変化について分析を行う。最後に第 6節で、現時点で

のファクトファインディングをまとめ、今後の研究課題を整理する。

2. 先行研究
自動車産業の分業構造を扱った先行研究は、国内外を問わず非常に多数に上

る。本節では、本研究の問題意識に比較的近い、自動車産業の開発・生産のモ

ジュラー化、系列の動向や、集積要因に関する先行研究を中心に整理する。

近年の完成車の基本仕様の変化、具体的にはガソリン車からハイブリッド、

電気自動車や燃料電池車などへの転換や、自動運転技術や安全性能の向上な

どが、自動車メーカーおよび関連産業の開発・生産や分業構造にも影響を与え

ていることが想定される。先行研究においては、そうした点を明らかにする

べく、定量・定性両面から実証的なアプローチがおこなわれている。例えば、

伊藤（2002）では、工業統計表を用いて、1980年代から 90年代半ばにかけ

ての自動車産業の TFP（全要素生産性）上昇率を測定し、同期間の自動車部

品メーカーの TFP上昇率が完成車メーカーの上昇率よりも高い一方、完成車

メーカーにおける研究開発が活発なほど、サプライヤーの生産性上昇率も高い

ことなどを明らかにしている。また、中山（2004）では、1990年代以降進展

した取引のオープン化と協力会構造や購買政策の変化に関して観察を行ってい

る。その中では、取引のオープン化が先行したのち、購買方針の転換と協力会

組織の改組・統合化が進展したこと、そうした中で単独の系列に属するサプラ

イヤーが減少し、複数の系列に所属するサプライヤーが増加しつつあること、

協力会組織が親睦会組織的な緩やかなネットワークへと転換していることを示

している。

近年の研究では、郷古（2015）が、完成車メーカーと一次サプライヤーの

間の取引関係を分析し、近年取引関係のオープン化（脱系列化）が進展してき

ており、またそのイニシアチブは主としてサプライヤー側が取引先を増加させ

ていることに起因していることを明らかにしている。また、Inuzuka（2016）

は、サプライヤーの取引上の対応とパフォーマンスを分析し、サプライヤーが

顧客の幅を広げることは利益率を改善させるが、リーマンショックや震災など
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の危機下ではその効果が消える、危機下で主要顧客を代えたサプライヤーは、

危機後に利益率の回復傾向が悪い、等の点を明らかにしている。

主要な自動車メーカーによって、系列サプライヤーとの取引のあり方に違

いがあることも、先行研究から明らかにされてきている。例えば上述の郷古

（2015）では、日産自動車は取引継続期間の短い一次サプライヤーが相対的に

多いのに対し、トヨタ自動車は長い期間取引関係を維持する傾向が強いことを

明らかにしている。また、佐伯（2016）は、中国地方に主力工場を有する 2社

（マツダ、三菱自動車）について協力会の構造を分析しており、①全国規模の

協力会組織は、「系列」と呼べるような統御・調整の対象企業ばかりではない、

②系列企業は、相対的に企業規模が小さい地場企業に限定され、最終製品の差

別化に決定的なインパクトを与えうるような企業を系列内に持たない、③両社

の取引先は地理的には近いものの互いに排他的な取引を行なっている、等の点

を明らかにしている。武石・野呂（2017）では、日本の自動車メーカーの部品

調達実績データを詳細に分析し、日産自動車とマツダで系列との部品取引実績

が顕著に減少してきている一方、トヨタ自動車、本田技研工業ではその割合が

比較的堅調に維持されている点、トヨタ自動車のサプライヤーは、他の完成車

メーカーへの納入を増加させてきていることなどを明らかにしている。

また、本研究と同様に特許データを活用して、完成車メーカーの開発活動の

動向を実証的に分析している研究として、Genba et.al. （2005）がある。同

研究では、自動車産業の研究開発活動に対するモジュラー化の影響を特許デー

タから分析を行なっており、エンジンやシャシー関連技術など、車の基本性能

にかかわる部分の開発に関しては、自動車メーカーが内部にその機能を維持す

る傾向が認められる一方、安全制御やコミュニケーション制御（カーナビゲー

ションシステム等）の領域に関しては、開発の外部化を進めてきていることを

明らかにしている。

上記のように、過去の研究においては、自動車産業の調達における系列取引

や、技術パラダイムの変化に伴う開発体制の変化などに関する分析が蓄積され

てきている。一方、①集積が研究開発活動上の「すり合わせ」に対してもたら

す効果（知識の共有・スピルオーバーに対する産業集積の効果）、② 2010年以
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後の直近動向までを含めた形での分析等の点において、十分にカバーしきれて

いない面も存在する。本研究は、先行研究と一定程度問題意識を共有しつつ、

上記の点を補完すべく分析を行なうものである。

3. 分析データ
本研究で用いるデータは、完成車メーカー 4社（トヨタ自動車、日産自動車、

本田技研工業、マツダ）が、1980年 1月から 2015年 12月の間に国内で出願

した全ての特許、およそ 36万 5千件である。長期データを網羅することで、

例えばプラザ合意と円高不況、バブル期とポストバブル期、平成不況、リーマ

ンショック前後等、日本経済に大きな影響を与えた事象が自動車産業の開発・

生産に与えた影響を観察することが可能になる。

【検索条件】

(1) 出願人・権利者（最新）：トヨタ自動車、日産自動車、本田技研工業、マツダ

(2) 出願日：1980年 1月～2015年 12月

(1)× (2) 　 · · · · · · 　 364,654件

なお、特許データは、NRIサイバーパテント（株）が提供する特許データサー

ビスを用いて検索・抽出を行った。抽出した項目は、①出願番号、②筆頭 IPC(最

新）、③発明の名称、④公報番号、⑤被引用文献番号、⑥出願人（最新）、⑦発

明者（最新）、⑧出願人住所（最新）、⑨発明者住所（最新）、⑩出願日（遡）、

⑪公開（表）日、⑫被引用数である2)。

また、本研究の後半では、共同研究を通じた開発面での連携と産業集積の関

係性を分析するため、上記で抽出した特許データの中から共同出願のデータに

ついて、出願人住所を用いて距離の計測を行った3)。

2) このうち、本研究で用いたのは、筆頭 IPC、出願人住所、出願日である。他のデータは、今後
の研究に際して活用する可能性を考えて抽出を行った。

3) （株）はるかシステム研究所が提供している「LogisticaTRUCK-II 距離計算 Ver.10」を用い
て、道路距離を計測している。なお、同ソフトでの距離計算は基本的に、①高速道路を含む道路
を利用し、②到達時間が最短になるような形で計算が行われるため、離島や一部交通不便な場所
に関してはフェリーを用いた形になっており、フェリーの航行距離は含まれていない。但し、そ
うした件数は限られており、分析全体への影響は小さいと考える。
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4. 特許出願傾向の概観
1) 全般的傾向
図 1は、1980～2015年の 4社の特許出願の推移を見たものである。ここか

らもわかるように、完成車メーカー 4社の特許出願件数も、日本および世界経
済の動向を直接／間接的に受けている様子が伺える。特徴的な動向として、下
記の①～⑥の様な点を指摘することができる。

図 1 　自動車メーカー 4 社の特許出願件数の推移（1980～2015 年）

　　　　　　出所）NRI サイバーパテント（株）データベースを基に筆者作成

　① 80年代前半の輸出拡大期の特許出願の活発化（1980年～85年）
　②プラザ合意以後の円高不況に伴う自動車産業への負の影響と特許出願の停

滞（1985年～1988年）
　③バブル景気による内需の活発化に伴う特許出願の増加（1988～93年頃）
　④平成不況に伴う景気の低迷と特許出願の停滞（1994～2000年頃）
　⑤アジアを中心とした景気拡大の好影響を受けた、いわゆる「いざなみ景気」

に急増（2001年～2008年）
　⑥リーマンショックに伴う世界的な景気後退の影響による出願件数の急減
（2009年～）。
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2) 出願特許技術領域
(1) セクション別の割合の推移
表 1は、国際特許分類（IPC）のセクション別に、4社全体、および各社の

特許出願領域の変化を、10年区切り（2010年以後は直近までの約 5年）でみ

たものである。

推移状況から観察される大きな特徴として、セクション F「機械工学；照

明；加熱；武器；爆破」の割合が 1980年代から 10ポイント強（1980年～89

年 38.4%⇒ 2010年～15年 27.0%）、セクション B「処理操作；運輸」の割合

が 6ポイント強（1980年代 42.7%⇒ 2010年以後 36.1%）低下している一方、

セクション H「電気」領域における出願特許割合が 20ポイント以上上昇して

いる（1980年代 3.6%⇒ 2010年以後 24.1%）点があげられる。セクション F

には、ガソリンエンジンに関連する技術の多くが、またセクション Bには自

動車本体やシャシー等に関連する技術が多く含まれる一方、セクション Hに

は、電池関連をはじめとするカーエレクトロニクスに関連する要素技術の特許

が多く含まれる。このことから、各メーカーの技術開発の中心が、ガソリン車

の核となる技術領域から、ハイブリッドおよび電気自動車に関連する技術領域

へと移行してきている様子がうかがえる。

企業別にセクション出願傾向の推移をみると、特に電気領域における出願割合

を増加させてきているのは日産自動車（1980年代 5.4%⇒ 2010年以降 32.7%）

であり、トヨタ自動車（80年代 3.8%⇒ 2010年以降 27.5%）がそれに続く。

一方、本田技研工業（2.7%⇒ 16.4%）は、上昇させてはいるものの上位 2社ほ

どではなく、マツダ（1.6%⇒ 3.5%）は、ほぼ横ばい傾向を維持している。一

方、セクション B「処理操作；運輸」において特に高い割合を維持しているの

はマツダ（2010年以後 49.3%）であり、本田技研工業（同 44.5%）が次いで

いる。同様に、セクション F「機械工学；照明；加熱；武器；爆破」領域にお

いても、マツダ（2010年以後 38.7%）、本田技研工業（同 26.6%）は相対的に

高い割合を維持している一方、日産自動車（同 20.1%）は、同領域における技

術開発の相対的割合を低下させてきている。各企業の技術開発戦略の違いが、

出願特許の領域からも認められる。すなわち、ハイブリッド車、電気自動車へ
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のシフトを見据えた技術開発に注力しているのは、日産＞トヨタ＞本田＞マツ

ダの順に軸足を移しており、従来型のガソリン車をベースとした技術開発のさ

らなる高度化を図ってきたのは、マツダ＞本田＞トヨタ＞日産の順であると推

測される。

表 1 　自動車メーカー 4 社の技術分野別の出願特許件数割合の推移
（1980～2015 年）
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(2) サブクラス別分析
次に、どのような技術領域で研究開発が活発化してきているかをより詳細に

見るため、IPCサブクラスレベル4)で 4社の特許出願状況を概観する。

表 2～表 6は、対象企業全体、および各社のサブクラス別の出願特許件数の

順位とその推移を、分析対象期間を 4期間に分けてみたものである。ここか

ら、幾つかの傾向が見えてくる。

第 1に、自動車の基本的な性能を規定するエンジン関連技術（分類コード

F02）は、時期を問わず特許出願が活発に行われている。全期間を通して最も

表 2 　自動車メーカー 4 社の出願特許技術領域の件数と期間別順位の変動
（合計件数上位 20 位）

4) 実際の IPC サブクラスレベルの名称は長いものが存在するが、本論文では概要の理解を妨げな
い範囲で名称を短縮して掲載している。
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表 3 　トヨタ自動車の出願特許技術領域の件数と期間別順位の変動
（合計件数上位 20 位）

表 4 　日産自動車の出願特許技術領域の件数と期間別順位の変動
（合計件数上位 20 位）
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表 5 　本田技研工業の出願特許技術領域の件数と期間別順位の変動
（合計件数上位 20 位）

表 6 　マツダの出願特許技術領域の件数と期間別順位の変動
（合計件数上位 20 位）
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特許出願数が多いのは「燃焼機関の制御」（同 F02D）であり、8位「内燃式ピ

ストン機関」（同 F02B）、9位「一般の燃焼機関への可燃混合物またはその成

分の供給」（F02M）等の出願数が非常に多くなっている5)。

第 2に、近年特許出願が目覚ましく増えているのは、電池関連、発電機関連

技術、半導体装置関連技術（分類コード H01,H02）の領域である。特に特許出

願の増加が著しいのは、「化学的エネルギーを電気的エネルギーに直接変換す

るための方法または手段，例．電池」（H01M）であり、1980年代にはそれほ

ど技術開発が活発ではなかった（1980年代の出願特許件数：75位）が、2000

年代以後はすべてのサブクラスの中で、最も出願件数が多くなっている。その

他、「発電機、電動機」（H02K）（全期間件数 14位。1980年代 77位⇒ 90年

代 44位⇒ 2000年代 11位⇒ 2010年以後 8位6)）、「半導体装置，他に属さな

い電気的固体装置」（全期間 15位、45⇒ 24⇒ 13⇒ 10）等が、近年急速に研

究開発や、その成果の知財化が進展している技術領域となっている。

第 3に、上記のようなハイブリッド車や電気自動車の中核となる技術の開発

が近年顕著になっている。具体的には、「異なる種類または異なる機能の車両

用サブユニットの関連制御；ハイブリッド車両に特に適した制御システム（以

下略）」（B60W）（全期間 7位、15⇒ 13⇒ 6⇒ 3）、「電気的推進車両の推進

装置」（B60L）（全期間 19位、94⇒ 36⇒ 17⇒ 12）などである。また、「交

通制御システム」（G08G）：（全期間 21位、107⇒ 60⇒ 14⇒ 13）のような、

自動運転やカーナビゲーションシステム等に関連していると考えられる技術領

域においても、近年特許出願の増加傾向が顕著である。

一方、「車両懸架装置」（=サスペンション：スプリングやショックアブソー

バー等）（B60G）（全期間 12位、7⇒ 10⇒ 19⇒ 39）、「周期的に作動する機

械または機関用弁」（F01L）（全期間 13位、10⇒ 11⇒ 15⇒ 32）など、ハイ

ブリッド車や電気自動車などの開発が本格化する以前から自動車を構築するう

5) 但し、表からもわかるように、期間別の順位の変動をみると F02B（2 位⇒ 6 位⇒ 10 位⇒ 17

位）、F02M（6 ⇒ 7 ⇒ 9 ⇒ 11）のように、相対的な順位は下落している。これはおそらく、
開発の中心がガソリン燃焼関連技術から、ハイブリッド車や電気自動車の動力へと移行してきて
いることの影響と推測される。

6) 以下の記述では、対象期間、期間別順位の単位表記を省略する。
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えでの中核技術であり、また基本仕様が確立していた技術領域においては、特

許出願の相対的なウェイトは若干低下している。

このように、自動車の基本性能を規定するエンジン関連技術は期間を問わず

中核として開発の力点が置かれている一方、それを支える動力源が、ガソリン

のみからハイブリッド、さらには電池に移行してきていることを受け、その変

化に対応した技術開発へと移行してきていることが伺える。

5. 共同研究の動向
1) 共同研究割合
ここまでの分析から、自動車メーカーの研究開発の動向が、従来からのガソ

リンエンジンを動力源とした車両開発から、ハイブリッド車、さらには電気自

動車、燃料電池車へとその軸足が移ってきていることが明らかになった。本節

ではそうした研究開発の変化が、完成車メーカーとサプライヤーとの間の共同

研究開発7) にどのような変化をもたらしているかを明らかにしていく。

今回分析対象としている完成車メーカー 4社が出願した全ての特許の中で、

2主体以上の共同での出願の割合は 16.1%である。メーカー別にみると、トヨ

タ（24.0%）が他社と比して圧倒的に高く、日産（11.1%）と本田（10.5%）が

ほぼ同水準で、マツダ（6.4%）が最も低くなっている。後に議論する共同出願

相手との地理的な距離の遠近と併せ考えると、各社の研究開発に対する基本的

表 7 　自動車メーカー 4 社の共同出願特許割合（1980 年～2015 年）

7) 本研究では、共同出願相手との地理的距離を分析対象としているため、国内での共同出願実績の
みを分析対象としている（3 主体以上の共同出願で、一部に海外を含んでいるケースはあるが、
その場合も距離計測の対象からは除外している）。
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な方針の違いに加えて、周辺地域に共同での研究開発を行いうる有力なサプラ
イヤーの集積状況の相違が、共同出願割合の違いとなって現れている可能性が
推測される。

2) 技術領域別に見た共同出願状況と動向
(1) 技術分野別共同出願割合
表 8は、技術分野別の共同出願割合を、企業別・セクション別に概観したも

のである。これを見ると、セクション C「化学・冶金」領域で共同出願割合が
最も高く（40.1%）次いでセクション D「繊維・紙」（38.3%）、セクション E

「固定構造物」（36.9%）が高い共同出願割合を示している。一方、セクション
F「機械工学；照明；加熱；武器；爆破」領域では、特許の出願件数は全出願
特許の約 3分の 1と多くなっている反面、共同出願割合は 11.8%と最も低く
なっている。同セクションはエンジンなど、自動車の基本性能を規定する技術
領域を含んでいることから、各社とも、こうした最重要技術に関しては、研究
開発を単独で実施する比率を高めていると考えられる。

表 8 　自動車メーカー 4 社の技術領域別の共同出願割合

(2) 共同研究割合の時系列推移
図 2は、共同研究割合の時系列での推移を、主要なセクション別に見たもの

である8)。ここからうかがえる傾向として、2点を指摘することができる。
8) セクション A 生活必需品、C 化学；冶金、D 繊維；紙、E 固定構造物は、特許の出願件数が相

対的に少ないことから、1 つにまとめて推移を観察した。
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第 1に、セクション F「機械工学；照明；加熱；武器；爆破」の領域では、外
部との共同研究の割合が一貫して最も低い。上述した通り、当セクションは、
各社が最も多くの特許を出願している「燃焼機関の制御」（サブクラス F02D）
等、自動車の基本性能を規定する最も重要な技術に関する領域を含んでいる。
このようなコア技術に関しては、研究開発活動についても完成車メーカーが単
独で実施している割合が相対的に高いとみることができる。
第 2に、その他領域（A：生活必需品、C：化学・冶金、D：繊維・紙、E：

固定構造物の合計）に関しては、従来から外部との共同出願の割合が相対的に
高かったが、近年さらにその傾向が強まっている。自動車産業としては、相対
的に非コア技術に属する領域に関しては、積極的に外部の技術・ノウハウを活
用し、連携に基づいて研究開発を行っている様子がうかがえる。

図 2 　主要セクション別にみた出願特許に占める共同出願割合の推移

3) 各社別にみた共同研究の動向
次に、各社の共同出願割合の変化をみると、いくつか特徴的な点を指摘する

ことができる。
図 3は、各社の共同出願特許割合の推移を見たものである。これをみると、
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トヨタが一貫して他社と比較して高い割合を維持していることがわかる。一

方、マツダが一時的な例外を除けば、4社の中でほぼ一貫して最も低い水準に

ある。また、日産自動車はその時によって共同出願割合に大きな変動が認めら

れ、特に直近ではトヨタに迫る水準にまで上昇してきている。

図 3 　自動車メーカー 4 社の共同出願特許割合の推移（1980 年～2015 年）

(1) トヨタ自動車
トヨタ自動車の共同出願割合は、2001年（37.4%）をピークとして、直近

に至るまで低下傾向にある。トヨタ自動車の取引に関しては、1990年代以後、

脱系列の動きや取引先の選別強化が進展したとの研究もあるが、少なくとも

1990年代の共同出願特許割合は漸増傾向にある。現時点で考えられる仮説と

しては、トヨタ自動車においてはこの期間に、有力なサプライヤーの選別強化

を進めた一方、選ばれたサプライヤーとの間での共同研究開発については従来
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以上に強化したという可能性が推測される。

一方、2000年代に入ってからは、共同出願割合は低下傾向に転じている。

2007年までは特許出願数が増加する中で共同出願の割合が低下する傾向（共

同出願が横ばいで、単独出願件数が増加）が認められるが、2007年以後、特

許出願件数自体は減少傾向に転じる中で、共同出願割合は横ばいである。

図 4 　トヨタ自動車の出願特許件数と共同出願割合の推移

(2) 日産自動車
日産自動車は、1999年にルノーとの資本提携に踏み切り、最高経営責任者に

就任したカルロス・ゴーン主導のもと、系列を大幅に見直し、多くの系列サプ

ライヤーとの資本関係を解消した（武石・野呂（2017））が、その影響が、1999

年～2004年にかけての共同出願特許の割合の急速な低下にも顕著に現れてい

る。その後 2004年以後、再び共同出願比率は増加に転じ、直近年では 20%を

超える水準に達している。

但し、2004年以後、特許出願件数自体が低下傾向にあり、日産自動車の場

合は特許出願件数の減少と共同出願割合の増加が反比例の形で進展している。
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明らかになった推移からは、同社において研究開発領域、および研究パート

ナーの選択と集中を進めている可能性が示唆されるが、これらの点に関しては

共同出願相手に関する集中－分散傾向に関して、より詳細な分析などを行なっ

た上で議論を確定的にしていく必要があり、今後の研究課題としたい。

図 5 　日産自動車の特許出願件数と共同出願特許割合の推移

(3) 本田技研工業
本田技研工業については、1980年代から 2005年にかけて共同出願割合が上

昇したのち、2005年～09年にかけて急減し、その後再び漸増傾向に転じてい

る。この時期のホンダ自動車の経営の特徴として、小型ジェット機市場への参

入と、そのための研究開発能力の強化の一環として航空機用エンジンの研究・

開発拠点としての和光西研究所の設立（2004年）などがあるが、こうした動

向と特許出願の関係については、今後さらに精査していく必要がある。

他の完成車メーカーにおいては、出願特許件数と共同出願割合の間に概ね負

の相関関係が存在する（出願件数が増えると、共同出願割合が低下する）のに

対して、本田技研工業においては両者の間に若干の正の相関関係が存在する点

が特徴である。これらに関しても、同社の経営・技術開発戦略上の特徴が背景
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にあると思われるが、今後インタビュー調査などを通じて要因を明らかにして

いきたい。

図 6 　本田技研工業の出願特許件数と共同出願特許割合の推移

(4) マツダ
図 7は、マツダの特許出願件数と共同出願割合の推移を示したものである。

ここからも認められるように、同社は他社と比較して相対的に短期間に特許出

願件数および共同出願割合が大きく上昇・下降する傾向がある。バブル崩壊後

の経営環境の悪化が、1994年以後の特許出願件数の大幅な低下にも現れ、また

リーマンショック（2008年）に伴う世界的な景気の後退の影響が、出願特許

件数の減少にも現れている。中・長期的な経営戦略や取引関係の影響以上に、

短期的な経営環境が研究開発に及ぼす影響が現れている可能性が示唆される。

同社に関しては、分析対象期間中にフォードによる経営権の取得（1996年

5月）と、それに伴う系列関係の抜本的な見直し（武石他（2017））が行なわ

れたが、それらが研究開発の戦略や系列企業間の共同研究開発に与えた影響に

ついては、この推移からはまだ明確な傾向は見えない。
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図 7 　マツダの出願特許件数と共同出願特許割合の推移

4) 共同出願相手との地理的近接性
(1) 共同出願の地理的分布
冒頭でも述べたように、本研究のもう 1つの目的は、自動車産業の研究開

発活動における知識のスピルオーバー効果や、いわゆる「すりあわせ」に対す

る地理的近接性の影響とその推移を観察することにある。左記問題意識を背景

に、本節では、どのような地域間で共同研究が行われ、特許出願されたかを明

らかにするため、共同出願を行った企業（または研究機関、個人等）の立地場

所に関する分析を行う9)。

表 9は、4社の共同出願特許に関する、都道府県の組み合わせ件数を上位 20

位まで示したものである。

まず、トヨタ自動車に関しては、同社の共同出願特許は、本社所在地のある

愛知県への集中傾向が圧倒的に高い。共同研究の相手が愛知県内である割合が

全体の 55.5%を占めているが、これは、本社と基幹工場が一致しているマツダ

9) 本分析に関しては、共同出願が 3 社以上で行われる場合については、それぞれを計測の対象とし
ている。例えば、A 社，B 社，C 社の 3 社で行われる共同出願の場合は、A 社と B 社、B 社
と C 社、C 社と A 社のそれぞれの間の距離（3 サンプル）を対象としている。そのため、分
析対象件数は前節までの共同出願特許割合の件数とは異なる。
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表 9 　 4 社の共同出願特許の都道府県別件数・割合（上位 20）
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と、共同研究相手がともに広島県内である割合（23.6%）と比較しても、格段

に高い水準になっている。愛知県外のトヨタ自動車の共同研究開発の相手は、

首都圏（東京、神奈川）および関西（大阪、兵庫）等が上位に名を連ねているほ

か、同社の東日本における主力工場のある宮城県等も比較的多くなっている。

次に日産自動車を見ると、同社の傾向としては、本社所在地である神奈川県を

中心に、東京都と神奈川県で出願している割合が非常に高い（全体の 62.4%）。

以下、神奈川県を軸に、静岡県、愛知県、埼玉県等、自動車関連産業の集積が

ある地域との共同出願割合が高くなっている。一方、広島県、福岡県等の西日

本の自動車産業集積地域との共同出願割合は低くとどまっており、大阪府、兵

庫県等を例外として、大部分が中部地方以東の東日本で共同研究開発が行われ

ている様子がうかがえる。

第 3に、本田技研工業の共同特許出願の地域分布は、本社所在地である東京

を中心に分布をしているが、特徴的な点として同社の中心的な生産・研究開発

拠点のある埼玉県の割合が高い点があげられる10)。また、同社の主力生産拠

点としては、他に鈴鹿製作所、熊本製作所等があるが、それらの地域の企業と

の共同研究開発についてはかなり限定的である。

最後に、マツダの共同出願特許の分布は、本社所在地である広島県を中心に

分布をしているが、トヨタ自動車と異なる点として、広島県内の他の事業者と

の共同出願の割合が比較的低率にとどまっている（23.6%）点があげられる。

共同出願を行った広島県外の企業・団体の所在地は、東京都（26.6%）、大阪

府（13.7%）、神奈川県（5.6%）、愛知県（4.3%）など、大都市圏に多く分布し

ており、近隣他県との連携関係は相対的に希薄である。

(2) 共同出願主体間の平均距離の推移
①トヨタ自動車
図 8は、トヨタ自動車の共同出願特許の期間全体の 2地点間の平均距離の推

10) 本田技研工業の主要な生産・研究開発拠点は、埼玉製作所狭山完成車工場（25 万台/年）、寄居
工場（25 万台/年）、小川エンジン工場（20 万台/年）、鈴鹿工場（三重県、53 万台/年）、熊本
製作所（2 輪車 25 万台/年）等がある。
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移を示したものである。分析対象期間全体の平均距離は 131.5kmであり、日産

自動車（121.5km）よりわずかに長く、ホンダ、マツダよりは短い水準にある。

出願年次別に平均距離の推移をみると、1980年代末に急速に平均距離が増

加をはじめ、1996年にピーク（170.6km）に達した後に、若干の上昇－下降を

繰り返しながら緩やかな低下傾向を示している。具（2011）が指摘するとおり、

1990年代半ばに、トヨタ自動車は中核サプライヤーを中心に R&D機能の強

化と移転を通じて、グループ全体で開発力を強化する動きが図られた。90年

代半ばまで徐々に増加傾向にあった開発者間の距離が、90年代半ば以降、緩や

かに低下傾向を示しているのは、Tier-1サプライヤーを中心とした愛知県内の

事業者との共同研究割合が再び増加する傾向の現れと推測することができる。

図 8 　トヨタ自動車共同特許の出願者の 2 地点間距離の推移

②日産自動車
図 9は、日産自動車の共同特許の出願者の住所から、2地点間の距離の推移

を見たものである。期間全体での 2地点間距離は 121.5kmであり、分析対象

4社の中で最も短い水準であるが、直近では 169.9kmとなっており、トヨタ

自動車よりも若干長くなっている。
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経年で推移をみると、2000年代初頭までは概ね 100km～120kmの間を推移

してきたが、その後増加傾向に転じている。前節で概観したように、同社の特

許出願は 2004年から、①出願件数の減少、②共同出願割合の上昇という 2つ

の傾向が認められる。それと共に、共同研究主体間の距離が増加しているが、

それは、相手の立地場所によらず、有力な共同研究開発相手先の取捨選択を進

めつつあることの現れであると推測される。

図 9 　日産自動車共同特許の出願者の 2 地点間距離の推移

③本田技研工業
本田技研工業の共同特許の出願者間の距離の推移をみると（図 10）、1980年

代は大きく上昇－下降を繰り返していたが、1990年代半ば以降は概ね 150～

200kmの間で安定的に推移している。期間全体の平均距離は 186.4kmで、ト

ヨタ、日産より若干長く、マツダよりは短い水準である。

前節の都道府県間の組み合わせを見ても、大阪府企業との共同出願（ベアリ

ング関連や電装品関連企業の集積が多い）比率が相対的に高いことを除くと、

基本的には東京圏にある都県間の割合が高い。同社の場合、比較的安定的な共

同研究開発相手との取引が維持されているとみることができるかと推測される
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が、今後のフィールド調査などを通じた定性分析を通じて、左記仮説について

は検証を行なっていく必要がある。

図 10 　本田技研工業の共同特許の出願者の 2 地点間距離の推移

④マツダ
マツダの共同出願特許の 2地点間距離は、期間全体で平均 432.3kmとなっ

ており、トヨタ（131.5km）、日産（121.5km）、ホンダ（186.4km）他の 3社

と比較して絶対的な距離が大きくなっている。共同出願の割合が他の 3社と比

較して小さい（6.4%）こと、および共同研究相手との遠隔性等を併せ考える

と、マツダは近隣地域に共同研究開発を行うサプライヤーの集積が相対的に少

なく、多くの研究開発を自社内で行う一方、結果的に首都圏や大阪府、愛知県

等の、地理的に離れた産業集積の厚い地域との共同研究割合を多く行っている

ことがわかる。

同社の特徴的な動向として、1980年代から 2000年代初頭にかけて、持続的

に共同開発相手との距離が短縮化した後に、近年再び遠隔地との共同開発へと

転換している点があげられる。同社のサプライヤーとの組織として洋光会が存
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在する11) が、この加盟企業の中にはアイシン精機、デンソー等のトヨタ自動

車系列、ジャトコ、カルソニックカンセイ等の日産自動車系列の Tier-1サプラ

イヤーも含まれている。伊藤他（2016）では、マツダのサプライヤー組織であ

る洋光会とトヨタ自動車のサプライヤー組織である協豊会のネットワーク組織

を比較し、洋光会では取引活動からとらえた連結度、グループ内部の部品メー

カー同士の取引を媒介するような中核的な企業が少ないことを示している。こ

のように、系列を超えたサプライヤーとの取引を積極的に進めている（系列の

縛りが緩やかである）のが同社の特徴であり、こうした調達方針の影響が、距

離の推移にも現れていると考えられる。

図 11 　マツダの共同特許の出願者の 2 地点間距離の推移

(3) 各社の技術領域毎の共同研究割合と地理的近接性
表 10は、4社の共同出願特許に関して、IPCセクションごとに件数及び研

11) 洋光会は従来、関東地区周辺の部品メーカーで構成する関東洋光会、関西・東海地区周辺の企業
で構成される関西洋光会、中・四国、九州地区の企業で構成される西日本洋光会と地区別に分け
られていたが、2014 年度末に「洋光会」に一本化された（産業ジャーナル（株）編（2015）。
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究主体間の平均距離を表したものである。
第一の特徴として、セクション Fの機械工学領域において、特に出願件数

の多いトヨタ自動車、日産自動車では、共同研究相手との地理的近接性が認め

られる。共同研究の割合が相対的に低いことと併せ考えると、コア技術に関
しては、①技術開発を内製化するか、②地理的に近い所に立地する（主として
tier-1の有力サプライヤーとの間で）共同研究開発を行うか、いずれかの戦略
を採用している可能性が示唆される。一方、マツダに関しては、同領域の共同
出願の件数割合が相対的に低い（15.6%）ことに加えて、平均距離が他社より
有意に長い。このことから、同社に関しては基本的に研究開発の単独実施割合
が高く、かつ近隣地域に共同研究相手が多く存在せず、他地域の企業との間で
共同研究を行っている可能性が高い。
第二に、セクション B「処理操作、運輸」は、自動車本体や懸架装置などに

表 10 　筆頭 IPC セクション別共同出願件数と平均距離
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表 11 　サブクラス別の共同出願特許の件数及び共同研究主体間の平均距離

注）共同出願件数が 500 件以上
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関する技術や、ハイブリッド車の制御システム技術等を含み、今日の自動車産

業のコア技術となる技術領域を多数含んでいる。同領域は、前述したとおり共

同出願割合がセクション Fに次いで低く、内製比率が高いことがうかがえる。

また、距離に関しては概ね各社の平均的な水準に近い値を示している。

次に、より詳細な技術領域毎の状況を見る。表 11はサブクラスレベルでの

共同出願件数と平均距離を 4社の合計で見たものであるが、平均距離が最も

短いのが B60W「異なる種類または異なる機能の車両用サブユニットの関連

制御；ハイブリッド車両に特に適した制御システム」（件数 929件、平均距離

59.1km）である。ハイブリッド車や電気自動車など、従来のガソリン車と異

なる技術ノウハウが求められる領域においても、特に中核となる技術に関して

は地理的に近接した企業群との摺合せによる技術開発体制が維持されている様

子がうかがえる。

6. 本研究のファクトファインディングと今後の課題
本研究では、1980年～2015年という比較的長期間にわたる出願特許データ

を用いて、日本の完成車メーカー 4社の研究開発活動、および共同研究相手と

の関係やその動向に関する分析を行ってきた。そこから得られたファクトファ

インディングをまとめると、以下の通りである。

第 1に、完成車メーカーにおける出願特許の領域の変化である。機械工学系

統、および処理操作・運輸系統の技術の特許出願の割合が相対的に低下した一

方、電気領域における出願特許割合が大幅に上昇した。このことからも、自動

車の技術開発の軸足が、ガソリンエンジンに関連する技術や自動車本体・シャ

シー等に関連する技術から、電池関連、カーエレクトロニクスに関連する要素

技術へと移行してきたことが明らかになった。

第 2に、各社の技術開発領域の力点の相違である。前述の電気関連領域へ

のシフトの傾向が特に顕著なのは日産自動車であり、トヨタ自動車がそれに続

く。一方マツダは、処理操作・運輸領域での特許出願割合における高い割合を

維持しており、各企業の技術開発戦略の違いが、出願特許の領域からも認めら

れる。
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第 3に、完成車メーカーと他社との共同研究開発に関する分析からは、トヨ

タ自動車の共同出願割合が他社と比して圧倒的に高く、日産とホンダがほぼ同

水準で、マツダが最も低くなっている。各社の研究開発に対する基本的な方針

の違い、および周辺地域に共同での研究開発を行いうる有力なサプライヤーの

集積状況の相違が、共同出願割合の違いとなって表れている可能性が示唆され

る結果となった。但し、直近 10年程度を見ると、トヨタ自動車の共同出願割

合がおおむね横ばい傾向であるのに対して、日産自動車の共同出願割合が増加

傾向を示しており、直近ではほぼ同水準になっていることが明らかになった。

第 4に共同開発を行う技術領域としては、機械工学分野が一貫して最も低

い。当セクションは、各社が最も多くの特許を出願している「燃焼機関の制御」

等、自動車の基本性能を規定する最も重要な技術に関する領域を含んでおり、

このようなコア技術に関しては、完成車メーカーが単独で開発を実施している

割合が相対的に高いことがわかった。一方、相対的に非コア技術に属する部分

に関しては、積極的に外部の技術・ノウハウを活用している様子が伺えた。

第 5に、完成車メーカーと共同研究先企業との地理的な距離の分析からの

発見について述べる。トヨタ自動車は本社所在地のある愛知県への集中傾向が

圧倒的に高く、日産自動車では本社所在地である神奈川県を中心に、東京都と

神奈川県で出願している割合が非常に高い。本田技研工業の共同特許出願の地

域分布は、本社所在地である東京を中心に分布をしている他、同社の中心的な

生産・研究開発拠点のある埼玉県の割合が高い。マツダの共同出願特許の分布

は、本社所在地である広島県を中心に分布をしているが、トヨタ自動車と異な

る点として、広島県内の他の事業者との共同出願の割合が比較的低率にとどま

る一方、東京都、大阪府、神奈川県、愛知県など、大都市圏に多く分布してお

り、近隣地域との連携関係は相対的に希薄であることがわかった。

最後に、技術領域毎の共同研究開発相手との地理的近接性については、機械

工学で特にトヨタ自動車、日産自動車において共同研究相手との地理的近接性

が認められた。共同研究の割合が相対的に低いことと併せ考えると、コア技術

に関しては、①技術開発を単独で実施するか、②地理的に近い所に立地する有

力企業と共同研究開発を行うか、いずれかの戦略を採用している可能性が示唆
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された。一方、マツダに関しては共同出願の件数割合が相対的に低いことに加

えて、平均距離が他社より有意に長いことから、同社に関しては基本的に研究

開発の単独実施割合が高く、かつ共同開発は他地域の企業との間で行っている

割合が高いことがわかった。また、各社ともにハイブリッド車や電気自動車な

ど、従来のガソリン車と異なる技術ノウハウが求められる領域においては、特

に中核となる技術に関しては地理的に近接した企業群との摺合せによる技術開

発体制が維持されている様子が浮かび上がった。

最後に、今後の検討課題を述べる。本論文は、長期間にわたる完成車メー

カーの出願特許のデータを用いて、その技術領域、共同開発体制、および共同

開発体制の地理的な集積／分散傾向等について観察してきたが、いまだ分析に

着手した嚆矢の一里塚にすぎず、多くの残された課題が存在する。

第 1に、共同研究開発関係の推移から各社の特徴が見いだせたが、その背景

にある各社の研究開発戦略に関する定性的把握である。例えば、トヨタ自動車

は共同研究開発比率が若干の低減傾向を示しつつ、全体としては地理的に近接

した相手との開発を進める傾向にある一方、日産自動車は共同開発比率を高め

つつ、わずかに遠隔地のサプライヤーとの共同開発を活発化させているといっ

た相違が認められたが、そうした違いは各社の技術開発戦略とどのように結び

ついているのか。これらの点に関しては、ヒアリング調査等を通じて、今後明

らかにしていきたい。

第 2に、完成車メーカーによる共同研究開発相手の集約化－分散化と、そ

の技術領域や企業戦略との関連性である。本研究の分析では、共同開発先との

地理的な距離のみを測定対象としており、その集中－分散傾向や、左記にかか

わる技術領域毎の特徴の有無などに関する詳細な分析には着手できていない。

技術開発の領域の中心が電気領域へとシフトしていく中で、共同開発先の選択

と集中が行われているのか等は、注目に値する点であり、今後の分析課題とし

たい。

第 3に、研究開発領域別に見た、共同開発相手のスイッチング頻度の特徴や

企業別の特性比較である。一般的な推測としては、開発・生産プロセスにおけ

るモジュラー化の進展は、共同開発相手のスイッチング頻度を高める方向で作
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用すると考えられるが、そうした傾向は実際に認められるのか。第 2の課題で

ある共同開発相手の集中・分散傾向の推移とあわせ、スイッチングの動向につ

いて観察することは、今後の完成車メーカーを中核とした産業集積への影響を

考えるうえで重要な点である。これらの点に関しては、本研究で明らかにして

おらず、今後の研究課題としたい。
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